


は し が き

財団法人 資産評価 システム研究セ ンターは、適切 な地域政策の樹立に資す るため、

地域の資産の状況及 びその評価の方法 に関す る調査研究等の事業を実施す ることを目的

として設立されま した。

当評価セ ンターにおける調査研究は、資産評価の基礎理論及び地方公共団体等におけ

る資産評価技法の両面 にわた って、毎年度、学識経験者及び自治省並 びに地方公共団体

等の関係者を もって構成する資産評価 システム、土地、家屋及び償却資産の各部門 ごと

の研究委員会 において行われ、その成果 は、会員である地方公共団体及び関係団体等 に

調査研究報告書 として配布 し、活用 されてい るところであ ります。

本年度の家屋研究委員会の調査研究テーマは、(1)小規模非木造事務所用建物の建築設

備に関する調査研究、(2)家屋の比準評価の活用方法に関す る調査研究、(3)プ レハ ブ方式

構造建物(木 質系)、ツーバイフォー方式構造建物及び輸入住宅に係 る再建築費等 に関す

る調査研究の3項 目であ ります。

本報告は、上記(3)の調査研究に属す るもので、全国主要都市の プレハブ方式建物(木

質系)、ツーバイフォー方式建物及 び輸入住宅の専用住宅 に関する資料をア ンケー ト調査

及び実態調査によ り収集 し、構造、規模及び床面積並びに評価水準について調査研究を

行 いました。

この程、その調査研究の成果を とりまとめ、 ここに、公表す る運びとな りま したが、

この機会 に、熱心 にご研究、 ご審議をいただきま した委員及 び専 門員並びに実地調査 に

当た り、種々ご協力を賜 りま した地方公共団体の関係者各位に対 し、心か ら感謝申 し上

げます。

なお、当評価セ ンターは、今後 とも、所期の目的にそ って、事業内容の充実及び地方

公共団体等 に役立つ調査研究 に努力をいたす所存であ りますので、地方公共団体をは じ

め関係団体の皆様のなお一層の ご指導、 ご援助 をお願 い申 し上げます。

最後 に、この調査研究事業 は、(財)日本船舶振興会の補助金の交付を受 けて実施 した も

のであ り、改めて深 く感謝の意を表す るものであ ります。

平成8年3月

財団法人 資産評価システム研究センター

理 事 長 前 川 尚 美
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Ⅰ 調査研究の概要

1目 的

再建築価額は、家屋の価格の捉え方 として最 も基本的なものの1つ であ り、その評価の方式化

も比較的容易であるため、地方税(固 定資産税及び不動産取得税)に おける家屋の評価において

も再建築価額を基準 とす る評価方法が採用されているところである。

本調査 は、 もっぱ ら地方公共団体 における評価事務の参考に供す るため、平成元年度か らプ レ

ハブ方式構造建物(木 質系、軽量鉄骨系及び鉄筋 コ ンク リー ト系)及 び枠組壁構造建物(以 下

「ツーバ イフォー方式構造建物」 という。)を対象 として全国主要都市における建築価額の実態、

建築価額 と再建築費評点数 との関係について調査研究を行 うこととした。

平成元年度、3年 度及 び5年 度 においては、プ レハ ブ方式構造建物(木 質系)及 びツーバイフ

ォー方式構造建物等の調査研究、平成2年 度、4年 度及び6年 度 においては、プ レハブ方式構造

建物(軽 量鉄骨系及び鉄筋 コンク リー ト系)の 調査を行 ったところである。

今回調査研究を行 ったプ レハ ブ方式構造建物(木 質系)及 びツーバイフォー方式構造建物 につ

いては、平成元年度、3年 度及び5年 度において調査を行 ったところであるが、今回は平成6年

度評価基準で評価された家屋を対象 として実施 し、また、いわゆる輸入住宅の調査を実施 し、プ

レハブ方式構造建物(木 質系)及 びツーバイフォー方式構造建物の建築価額等 との比較を行 った

ところである。

なお、 この調査研究の主な 目的は次のとお りである。

① 全国主要都市 における標準的なプ レハ ブ方式構造建物(木 質系)、ツーバイフォー方式構造建

物及び輸入住宅の建築価額を把握す ること。

② 標準的なプ レハ ブ方式構造建物(木 質系)、ツーバイフォー方式構造建物及び 輸入住宅に係 る

評点水準を把握す るとともに、その地域差を明 らかにす ること。
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2調 査方法

(1)調 査の概要

この調査は、原則として、平成6年1月2日 以降に新築されたプレハブ方式構造建物(木 質

系)、ツーバイフォー方式構造建物及び輸入住宅の専用住宅で、その態様が中庸である家屋を調

査対象都市からそれぞれ各10棟ずつ抽出し、調査 ・分析することにより、評点水準等の状況を

統計的に推定しようとするものである。

(2)調 査対象家屋

① 構造 ・用途 プレハブ方式構造建物(木 質系)、ツーバイフォー方式構造建物及び輸入住宅

の専用住宅

② 建 築 期 間 平成6年1月2日 以降建築のもの

③ 選 定 棟 数 都道府県庁所在都市並びに旭川市、川崎市及び北九州市ごとに、プレハブ方

式構造建物(木 質系)、ツーバイフォー方式構造建物及び輸入住宅を各10棟ずつ

抽出

④ 程 度 その態様の中庸なもの

(3)調 査項目

① 建築価額、再建築費評点数、評点水準

② 床 面 積

③ 室 数

④ オプションの取付状況

⑤ 輸入先(輸 入住宅のみ)

⑥ その他必要事項

(4)調 査の方法

① 調査対象都市の固定資産評価担当部署に対するアンケート調査

② 上記の調査に基づく当センター家屋研究委員会委員による実地調査(北 海道旭川市、神奈

川県横浜市、岡山県岡山市、福岡県福岡市)
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3地 域区分及び調査棟数

当報告書における地域区分及び各都市の調査対象棟数は表1及 び表2の とおりである。

表1地 域区分、調査都市及び調査棟数

地 域

北 海 道

東 北

北 関 東

南 関 東

北 陸

中 部

中 京

北 近 畿

南 近 畿

山 陰

山 陽

四 国

北 九 州

南 九 州

調査都 市
札 幌 市
旭 川 市

青 森 市
盛 岡 市

仙 台 市
秋 田 市

山 形 市

福 島 市

水 戸 市
宇都宮市
前 橋 市
浦 和 市
千 葉 市
特 別 区

横 浜 市
川 崎 市

新 潟 市
富 山 市
金 沢 市

福 井 市
甲 府 市

長 野 市
岐 阜 市
静 岡 市
名 古 屋 市
津 市

大 津 市
京 都 市
奈 良 市
大 阪 市
神 戸 市
和 歌 山市
鳥 取 市
松 江 市
岡 山 市

広 島 市

山 口 市
徳 島 市

高 松 市
松 山 市

高 知 市

福 岡 市
北 九 州 市

佐 賀 市
長 崎 市
熊 本 市

大 分 市
宮 崎 市
鹿 児 島 市

那 覇 市
合 計

木質系プ レハブ
10棟

10

10

10

10

10

10

10

10

10

10

10

10

10

10

10

10

10

10

8

10

10

10

10

10

10

9

10

10

10

4

10

!0

10

10

10

10

10

10

10

10

10

10

8

9

10

10

10

10

478

ツ ーバ イ フ ォ ー

10棟

10

10

10

10

10

10

10

10

6

10

10

10

10

10

5

10

10

10

8

10

8

10

10

10

8

8

10

10

10

10

10

10

10

10

10

10

10

10

10

10

10

10

5

7

10

10

10

10

4

469

輸 入 住 宅
8棟

3

3

1

1

2

8

5

10

2

6

3

4

1

1

7

1

1

7

8

4

10

7

3

3

1

110

(注)空 欄は、調査棟数が0の 都市である。
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表2地 域別報告棟数

地 域

北 海 道

東 北

北 関 東

南 関 東

北 陸

中 部

中 京

北 近 畿

南 近 畿

山 陰

山 陽

四 国

北 九 州

南 九 州

合 計

木質系プ レハブ

20棟

60

30

50

40

28

30

29

24

20

30

40

37

40

478

ツーバ イ フ オー

20棟

60

26

45

38

28

28

28

30

20

30

40

32

44

469

輸 入 住 宅

11棟

4

3

23

11

5

8

2

15

4

17

7

110

(注)空 欄 は、調査棟数が0の 地域である。

表1及 び表2か ら、輸入住宅に関 しては、多 くの調査都市において調査棟数が皆無、 または10

棟を下回っているため、当報告書で集計 し、分析す る際にサ ンプル数が少ないため、特定の建物

及 び調査都市のデータが都市別及び地域別の集計の結果に大 きく影響を及ぼす ものと考え られ る。
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4調 査結果の集計

(1)と りま とめ方

この調査研究結果 は、調査対象都市の固定資産評価担当部署に対するアンケー ト調査に基づ

いて、家屋研究委員会の委員が適宜、実地調査を行い、 さらに、調査 した各データについて精

査、調整の上、整理集計す るとともに若干の分析 を加えて とりまとめた ものである。

(2)用 語の解説

当調査報告書 に用 い られ る主な用語の定義等は次の とお りであ る。

・輸 入 住 宅 海外の設計思想による住宅用家屋を家屋1棟 分 と して資材別輸入 またはパ

ッケー ジ輸入 し建築 された住宅用家屋をい う。

・建 築 価 額 所有者が建築業者 に支払 った建築費(諸 経費を含む。)で家屋評価の対象部

分 に相当する延べ床面積1.0㎡ 当た りの価額

・再建築費評点数 延べ床面積1 .0㎡ 当たりの再建築費評点数

・標 準 偏 差 集団を構成する個 々の値が、その平均値か らどれ くらい開きがあ るかを示

すのに用いる平均的な幅である。

標準偏差の値が0と いうことは、同 じ大 きさの ものの集団であることを示

し、逆に標準偏差の値が大 きければ大 きい程、その間に大 きな開きを もつ集

団であ ることを示す。

n=総 数

標準偏差(S)=
(xi-X)

n

2

xi=個 々デ ー タの数 値

X =平 均 値

・偏 差 値 標準偏差を用いて求め られ、個々の値がその平均値か らどれ くらい開きが

あるかを示す値

X-X

偏差値(Z)= 50十 ×10

S

個 々の デー タ数 値(X)と 平 均値(又)と の差 を、標 準偏 差(S)を 尺度

と して 表 した もので あ る。 したが って 、X=Xの 時Z=50、X=X±asの

時 、Z=50±10aと な る。

・変 動 係 数 平均値に対す る標準偏差の割合

・デ ー タ の 範 囲 データの範囲(R)=最 大値(最 高)-最 小値(最 低)

再建築費評点数
・評 点 水 準 評点水準(%)= ×100

建 築 価 額
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Ⅱ プレハブ方式構造建物(木 質系)の 調査結果

1調 査対象家屋の床面積

各調査対象都市か ら調査対象家屋 として選定 された家屋の状況を延べ床面積で示す と、表3の

とお りであ る。延べ床面積の平均は、129.60㎡ で、最低、最高は、それぞれ52.17㎡ 、335.43㎡

である。

表3調 査対象家屋

(単位:㎡)

最 低

52.17

最 高

335.43

平 均

129.60

標準偏差

25.19

(注)数 値は、小数点以下第3位 を四捨五入

なお調査対象家屋における延べ床面積の段階別区分を示したものが図1で ある。

図1延 べ床面積の段階別区分の状況

100

80

棟

数

(
棟

)

60

40

20

0
55 75 85 95 105 115 125 135 145 15５ 165 175 185 195 205 215 225 235 245 255 265 275 285 295 305 315 325 335

延べ床面積(㎡)

(注)延 べ床面積の各数 字に含まれ るデータの範囲は、例の示す とお りであ る。

例:「145」 は140㎡ 以 上150㎡ 未 満のデータを示す。
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2調 査結果の検討

(1)建 築価額等の状況

建築価額等の状況を示す と表4の とお りであ り、段階別区分の状況 は図2-1か ら図2-3

の とお りである。

表4建 築価額等の状況

区 分

(円/㎡)

建 築 価 額

(点/㎡)

再建築費評点数

(%)

評 点 水 準

最 低

103,504

61,343

31.47

最 高

296,244

122,500

75.59

平 均

163,149

83,963

52.50

標準偏差

24,596

8,050

7.91

(注)1.建 築価額及び再建築費評点数は、小数点以下四捨五入

2.評 点水準は小数点以下第3位 を四捨五入

建築価額についてみると、データ範囲192,740円 、変動係数 は0 .151で あ り、再建築費評点

数については、それぞれ61,167点 、0.096で ある。

建築価額のデータの範囲が大きい理 由は、調査対象家屋の品等、オプションの取付け状況、

施工の程度差の他に、取 引上の個別的特殊事情が反映 されているため と考え られ る。

図2-1建 築価額の段階別の状況
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(注)建 築価額の各数字に含まれるデータの範囲は、例の示すとおりである。

例:「155」 は150千 円/㎡ 以上160千 円/㎡ 未満のデータを示す。
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図2-2再 建築費評点数の段階別区分の状況
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再建築費評点数(千 点/㎡)

(注)再 建築費評点数の各数字に含まれるデータの範囲は、例の示すとおり

である。

例:「84」 は83千点/㎡ 以上85千点/㎡ 未満のデータを示す。

図2-3評 点 水準 の段 階別 区分の状 況
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評点水準(%)

(注)評 点水準の各数字 に含まれるデータの範囲 は、例の示す とお りで ある。

例:「52.5」 は50%以 上55%未 満 のデータを示す。
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(2)建 築価額等の地域差

① 概 要

ア 建築価額

建築価額のデータの概要は(1)の表4の とお りであるが、 これを調査対象都市 ごとに示す

と図3の とお りである。各数値は、各調査対象都市別に平均 した ものであり、全調査家屋

のデータであ る表4と は若干異なる。

建築価額の高 い都市は、高い方か ら川崎市、特別区、大阪市、横浜市、千葉市であ り、

逆 に低い都市は、低 い方か ら和歌山市、大分市、高知市、大津市、神戸市である。

また、建築価額の高い5都 市の偏差値 は、それぞれ76、67、63、62、60で あるのに対 し、

低 い5都 市の偏差値 は、それぞれ38、38、40、40、43と な っている。

図3建 築価額の都市別比較
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(注)各 調査対象都市の数値については、巻末の計数資料を参照。
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イ 再建築費評点数

再建築費評点数のデータの概要は表4の とお りであ るが、 これを調査対象都市 ごとに示

す と図4の とお りである。各数値 は、各調査対象都市別 に平均 したものである。

再建築費評点数の高い都市 は、高い方か ら大阪市、札幌市、山形市、仙台市、千葉市で

あ り、比較的北海道、東北地方に集中 している。 これは暖房器具が評点数を上げているこ

とが考え られる。逆に低い都市 は、低い方か ら神戸市、浦和市、佐賀市、大分市、長野市

である。

また、再建築費評点数の高 い5都 市の偏差値は、それぞれ70、70、68、65、63で あるの

に対 し、低い5都 市の偏差値は、それぞれ27、34、35、37、37と なってい る。

図4再 建築費評点数の都市別比較
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(注)各 調査対象都市の数値については、巻末の計数資料を参照。
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ウ 評点水準

評点水準のデータの概要 は(1)の表4の とおりであるが、 これを調査対象都市 ごとに示す

と図5の とおりであ る。各数値は各調査対象都市別 に平均 したものであ り、全調査家屋の

データである表4と は若干異なる。

評点水準の高い都市 は、高い方か ら高知市、仙台市、和歌 山市、山形市、大津市であり、

逆 に低 い都市 は、低い方か ら川崎市、横浜市、浦和市、特別区、津市であ る。

また、評点水準の高い5都 市の偏差値は、それぞれ66、65、61、60、60で あ るのに対 し、

低い5都 市の偏差値は、それぞれ31、35、36、38、40と な っている。

図5評 点水準の都市別比較
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(注)各 調査対象都市の数値については、巻末の計数資料を参照。
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② 地 域 差

ア 建築価額における地域差

全国を14地 域に区分 し、各地域の建築価額の平均を示 した ものが、図6で ある。

図6建 築価額の地域別比較
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図6を み ると、南関東(197,404円/㎡)が 最 も高 く、つ いで北海道(168,940円/㎡)

が高 くな ってお り、逆 に低 い方で は、四国(148,149円/㎡)が 最 も低 く、ついで南九州

(150,942円/㎡)と なっている。高い方 では、南関東 については、特 に川崎市(226,412

円/㎡)と 特別区(204,702円/㎡)が 全調査対象都市平均(163,149円/㎡)を 大き く上回

っている。低いほうでは、四国について は、高知市(137,772円/㎡)が 全調査対象都市平

均を大 き く下回っている。

また、図3で 示 された各調査対象都市のデータを各都道府県別に表 した ものが図7で あ

る。

図7建 築価額の都道府県別状況

(単位:円/㎡)
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140,000未 満

該 当 な し
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イ 再建築費評点数における地域差

アと同様に、全国を14地域に区分し各地域の再建築費評点数の平均を示したものが図8

である。

図8再 建築費評点数の地域別比較
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図8を みると、北海道(97,031点/㎡)が 最 も高 く、ついで東北(90,145点/㎡)が 高

くな ってお り、逆に低い方では、山陰(75,937点/㎡)が 最 も低 く、ついで北九州(80,481

点/㎡)と なっている。

高い方では、北海道については2都 市 ともに全調査対象都市平均(83,963点/㎡)を 上

回 って いる。低 い方 では、山陰につ いて は鳥取市(76,110点/㎡)、 松江市(75,765点/

㎡)と もに全調査対象都市平均を下回 っている。

また、図4で 示 された各調査対象都市のデータを各所在都道府県別に表 した ものが図9

である。

図9再 建築費評点数の都道府県別状況
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ウ 評点水準における地域差

ア、イと同様に、全国を14地 域 に区分 し各地域の評点水準の平均を示 した ものが図10で

ある。

図10評 点水準の地域別比較
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図10を みると、四国(58.65%)が 最 も高 く、ついで北海道(57.87%)が 高 くなってお り、

逆に低い方では、南関東(42.66%)が 最 も低 く、ついで山陰(46.69%)と なっている。

高い方では、北海道 については札幌市(58.37%)、 旭川市(57.38%)共 に全調査対象都市

平均(52.50%)を 大 きく上 回ってお り、評点水準が高いといえ る。低 い方では、南関東 に

つ いては特 に川崎市(37.27%)、 横浜市(40.69%)が 全調査対象都市平均を大き く下回 って

お り、評点水準が低 い。 これ らの都市に関 しては報告のあった建物の建築価額が高い こと

が原因 と思われる。

また、各調査対象都市のデータを各所在都道府県別 に表 した ものが図11で ある。

図11評 点水準の都道府県別状況
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(3)建 築価額 と再建築費評点数の相関関係

評点水準 は用語の解説で示 した とお り、建築価額 と再建築費評点数の関係で定 まるものであ

り、具体的には両者の比較関連を行 うことによって分析す ることとなる。そのため、両者の散

布図を表すと図12の とお りとな り、両者の相関係数 は0.221と な っている。相関係数のみを見

ると、今回の調査結果である建築価額 と再建築費評点数に関連性を見出す ことは難 しいと考え

られ る。

図12建 築価額 と再建築費評点数の関係
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3オ プシ ョンの取付け状況等

(1)オ プシ ョンの取付 け状況

全調査対象家屋のオプ ションの取付け状

況 については、図13に 示 した とお りである。

これによると、何 らかのオプシ ョンを取

り付 けた家屋 は全体の21.7%で あるが、全

ての家屋 につ いて、そのオプシ ョンの取付

け状況を把握す ることは難 しく、実際には

もっと多 くの家屋 にオプシ ョンが取 り付 け

られていると考え られ る。

図13オ プ ションの取付 け状況

な し(78.3%)

あ り(21.7%)

また、取 り付 け られ たオ プ シ ョンの 内訳 は、 図14に 示 した とお りで ある。特 に取付 けの多 い

オ プ シ ョンと して は 「建具 」(44棟)、 「ベ ラ ンダ」(30棟)、 「キ ッチ ン」(23棟)、 「収 納庫 」

(16棟)な ど とな って い る。

図14オ プシ ョンの内訳
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(2)室 数の状況

室数 は、6室 が最 も多 く、全棟数の約32%を 占め る、以下5室 、7室 、8室 、4室 、9室 の

順である。室数の分布状況を表 した ものが図15で ある。

図15室 数の分布状況
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Ⅲ ツーバイフォー方式構造建物の調査結果

1調 査対象家屋の床面積

各調査対象都市か ら調査対象家屋 として選定 された家屋の状況を延べ床面積で示す と、表5の

とお りである。延べ床面積の平均 は、136.71㎡ で、最低、最高 は、それぞれ76.59㎡ 、304.31㎡

で ある。

表5調 査対象家屋

(単位:㎡)

最 低

76.59

最 高

304.31

平 均

136.71

標 準偏差

30.57

(注)数 値は、小数点以下第3位 を四捨五入

なお調査対象家屋における延べ床面積の段階別区分を示 したものが図16で ある。

図16延 べ床面積の段階別区分の状況
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(注)延 べ床面積の各数字 に含 まれるデータの範囲 は、例の示す とお りで ある。

例:「145」 は140㎡ 以上150㎡ 未 満のデータを示す。
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2調 査結果の検討

(1)建 築価額等の状況

建築価額等の状況を示すと表6の とお りであ り、段階別区分の状況 は図17-1か ら図17-3

の とおりである。

表6建 築価額等の状況

区 分

(円/㎡)

建 築 価 額

(点/㎡)

再建築費評点数

(%)

評 点 水 準

最 低

106,198

58,146

30.08

最 高

269,990

118,453

76.21

平 均

165,956

84,169

51.65

標準偏差

24,608

8,715

8.27

(注)1.建 築価額及び再建築費評点数は、小数点以下四捨五入

2.評 点水準は小数点以下第3位 を四捨五入
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建築価額についてみると、データ範囲163,792円 、変動係数 は、0.148で あり、再建築費評点

数 につ いて は、それぞれ60,307点 、0.104で あ る。

建築価額のデータの範囲が大 きい理由は、調査対象家屋の品等、オ プションの取付 け状況、

施工の程度差の他 に、取引上の個別的特殊事情が反映 されているためと考え られる。

図17-1建 築価額の段階別の状況
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建築価額(千 円/㎡)

(注)建 築価額の各数字に含まれるデータの範囲は、例の示すとお りである。

例:「155」 は150千 円/㎡ 以上160千 円/㎡ 未満のデータを示す。

図17-2再 建 築費 評点 数 の段 階別 区分 の状況
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再建築費評点数(千 点/㎡)

(注)再 建築費評点数の各数字に含まれるデータの範囲は、例の示すとおり

である。

例 、「84」は83千 点/㎡ 以上85千 点/㎡ 未満のデータを示す。
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図17-3評 点水準の段階別区分の状況
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(注)評 点水準の各数字 に含まれるデータの範囲は、例の示す とお りで ある。

例:「52.5」 は50%以 上55%未 満 のデータを示す。
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(2)建 築価額等の地域差

① 概 要

ア 建築価額

建築価額のデータの概要 は(1)の表6の とお りであるが、 これを調査対象都市 ごとに示す

と図18の とお りである。各数値は、各調査対象都市別に平均 した ものであ り、全調査家屋

のデータである表6と は若干異なる。

建築価額の高 い都市は、高い方か ら特別区、川崎市、横浜市、奈良市、浦和市であり、

逆 に低い都市は、低 い方か ら富山市、旭川市、和歌 山市、山口市、秋田市である。

また、建築価額の高い5都 市の偏差値は、それぞれ68、66、64、61、59で あるのに対 し、

低い5都 市の偏差値 は、それぞれ39、39、39、40、41と なっている。

図18建 築価額の都市別比較
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(注)各 調査対象都市の数値については、巻末の計数資料を参照。
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イ 再建築費評点数

再建築費評点数のデータの概要 は(1)の表6の とお りであるが、 これを調査対象都市 ごと

に示す と図19の とお りである。各数値は、各調査対象都市別 に平均 したものであり、全調

査家屋のデータである表6と は若干異なる。

再建築費評点数の高い都市は、高い方か ら高知市、札幌市、名古屋市、静岡市、旭川市

であ り、逆に低い都市 は、低い方か ら那覇市、長野市、佐賀市、新潟市、秋 田市である。

また、再建築費評点数の高い5都 市の偏差値 は、それぞれ76、66、66、62、60で あるの

に対 し、低い5都 市の偏差値は、それぞれ25、35、37、39、39と なっている。

図19再 建築費評点数の都市別比較
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(注)各 調査対象都市の数値については、巻末の計数資料を参照。
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ウ 評点水準

評点水準のデータの概要は(1)の表6の とおりであるが、 これを調査対象都市 ごとに示す

と図20の とお りである。各数値は各調査対象都市別 に平均 した ものであ り、全調査家屋の

データである表6と は若干異なる。

評点水準の高 い都市 は、高い方か ら高知市、旭川市、札幌市、山口市、山形市であ り、

逆 に低い都市は、低 い方か ら那覇市、川崎市、特別区、奈良市、横浜市である。

また、評点水準の高い5都 市の偏差値 は、それぞれ69、69、62、60、60で あ るのに対 し、

低い5都 市の偏差値 は、それぞれ33、34、36、38、39と なっている。

図20評 点水準の都市別比較
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(注)各 調査対象都市の数値については、巻末の計数資料を参照。
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② 地 域 差

ア 建築価額 における地域差

全国を14地 域 に区分 し、各地域の建築価額の平均を示 した ものが、図21で あ る。

図21建 築価額の地域別比較
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図21を みると、南関東(196,081円/㎡)が 最 も高 く、ついで中京(179,280円/㎡)が 高

くな ってお り、逆 に低 い方では、北海道(151,138円/㎡)が 最 も低 く、ついで四国(152,716

円/㎡)と なっている。高い方で は、南関東については、特 に特別区(209,441円/㎡)、 川

崎市(20,579円/㎡)及 び横浜市(201,260円/㎡)が 全調査対象都市平均(165,956円/

㎡)を 大 きく上回っている。低い方で は、北海道については、旭川市(139,264円/㎡)が

全調査対象都市平均を大 きく下回って いる。

また、図18で 示 された各調査対象都市のデータを各都道府県別 に表 した ものが図22で あ

る。

図22建 築価額の都道府県別状況

(単位;円/㎡)
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150,000以 上160,000未 満

140,000以 上150,000未 満

140,000未 満
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イ 再建築費評点数における地域差

アと同様に、全国14地域に区分 し各地域の再建築費評点数の平均を示したものが図23で

ある。

図23再 建築費評点数の地域別比較
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図23を み ると、北海道(95,460点/㎡)が 最 も高 く、ついで中京(90,520点/㎡)が 高

くなってお り、逆に低い方では、山陰(75,639点/㎡)が 最 も低 く、ついで南九州(78,108

点/㎡)と な っている。

高い方では、北海道については2都 市 ともに全調査対象都市平均(84,169点/㎡)を 上

回 ってお り、特 に札幌市(98,117点/㎡)に ついては、全調査対象都市平均よ りかなり高

くなってい る。低い方で は、山陰 については鳥取市(75,510点/㎡)、 松江市(75,767点/

㎡)と もに全調査対象都市平均 を下回 っている。

また、図19で 示された各調査対象都市のデータを各所在都道府県別 に表 した ものが図24

である。

図24再 建築費評点数の都道府県別状況
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ウ 評点水準における地域差

ア、イと同様 に、全国を14地 域に区分 し各地域の評点水準の平均を示 した ものが図25で

ある。

図25評 点水準の地域別比較
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図25を み ると、北海道(64.49%)が 最 も高 く、ついで四国(59.34%)が 高 くな ってお り、

逆に低 い方では、南関東(43.35%)が 最 も低 く、つ いで北近畿(46.69%)と なっている。

高い方では、北海道 について は特 に札幌市(61.72%)が 全調査対象都市平均(51.65%)

を大 きく上回ってお り、評点水準が高いといえ る。低い方で は、南関東については特に川

崎市(38.27%)、 特別区(40.33%)が 全調査対象都市平均を大 きく下回ってお り、評点水準が

低い。 これ らの都市に関 しては報告のあった建物の建築価額が高いことが原因 と思われる。

また、各調査対象都市のデータを各所在都道府県別に表 した ものが図26で ある。

図26評 点水準の都道府県別状況
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(3)建 築価額 と再建築費評点数の相関関係

評点水準は用語の解説で示 したとおり、建築価額 と再建築費評点数の関係で定 まるものであ

り、具体的には両者の比較関連を行 うことによって分析することとなる。そのため、両者 の散

布図を表すと図27の とお りとな り、両者の相関係数 は0 .178と な っている。相関係数のみを見

ると、今回の調査結果である建築価額 と再建築費評点数に関連性を見出す ことは難 しい と考え

られる。

図27建 築価額 と再建築費評点数の関係
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3オ プシ ョンの取付 け状況等

(1)オ プシ ョンの取付 け状況

全調査対象家屋のオプシ ョンの取付 け状

況につ いては、図28に 示 した とお りである。

これによると、何 らかのオプ ションを取

り付 けた家屋は全体19.8%で あるが、全て

の家屋 につ いて、そのオプションの取付け

状況を把握す ることは難 しく、実際には も

っと多 くの家屋にオプシ ョンが取 り付け ら

れてい ると考え られ る。

図28オ プシ ョンの取付 け状況

な し(80.2%)

あ り(19.8%)

また 、取 り付 け られ たオ プ シ ョンの内訳 は、図29に 示 した とお りで あ る。 特 に取付 けの多 い

オ プ シ ョンと して は 「建具 」(37棟)、 「キ ッチ ン」(27棟)、 「ベ ラ ンダ」(22棟)、 「収納 庫」

(20棟)な ど とな って お り、木 質系 プ レハ ブ家屋 とほぼ 同様 とな って い る。

図29オ プ シ ョンの内訳
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(2)室 数の状況

室数 は、6室 が最 も多 く、全棟数の約30%を 占める。以下7室 、5室 、8室 、9室 、10室 、

4室 の順である。室数の分布状況を表 したものが図30で ある。

図30室 数の分布状況
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Ⅳ 輸入住宅の調査結果

1定 義及び供給状況

(1)輸 入住宅の定義

輸入住宅の定義について は、統一的な定義はされてお らず、

・海外の設計思想 による住宅を住宅1戸 分 と して資材別輸入 またはパ ッケージ輸入 し建設 され

た住宅であり、2×4工 法や在来工法で スタイルを真似 したり、 ご く一部 に外国製品の部品

や資材を用 いた住宅は除外す るもの とす る(「 輸入住宅促進協議会報告書」)

・海外の住まいの特長(間 取 り、仕様、建て方、外観など)を 取 り入れ、必要な建築資材や住

宅部品をできる限 り輸入 して建て られた住宅(「 輸入住宅ABC」(製 品輸入促進協会)

・輸入資材を60%以 上使用 している住宅(日 本貿易振興会(JETRO)よ り聴取)

等が輸入住宅と呼ばれている。

今回の調査での調査棟数は110棟 であ るが、上記のように輸入住宅の定義が統一的に定め ら

れていないこと、また、調査家屋が輸入住宅であるか否かは所有者や施工者に確認 しなければ

わか らず、その確認が難 しいことか ら、実際には調査対象都市内においては、今回調査 された

輸入住宅以外に も輸入住宅が建築 されている ことが推測 され る。

(2)供 給状況

輸入住宅の建築棟数を調べた もの はな く、建設省 などが供給戸数を調べた結果が図31で ある。

これによると、平成6年 度 に供給戸数が急激 に増 していることがわか る。また、 日本貿易振

興会による平成7年 の販売棟数見込みで は、さ らに大幅に伸び るものとされている。

図31輸 入住宅の供給戸数
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2調 査対象家屋の状況

(1)調 査対象家屋の分布状況

各都市に依頼 した調査対象家屋の調査棟数は10棟 ずつであったが、実際に集まった棟数 は表

1の とお りであ り、そのデータを各都道府県別 に表 したものが図32で ある。調査対象都市の う

ち24都 市、つま り約半分の都市において調査対象家屋が0棟 であった。

図32調 査対象家屋の分布状況

(単位:棟)

9又 は10

7又 は8

5又 は6

4又 は3

2又 は1

該 当 な し

(2)調 査対象家屋の床面積

各調査対象都市か ら調査対象家屋 と して選定 された家屋の状況の延べ床面積を示す と、表7

の とお りであ る。延べ床面積の平均 は156.08㎡ で、最高、最低 は、それぞれ87.15㎡ 、340.22

㎡である。

表7調 査対象家屋

最 低

87.15

最 高

340.22

平 均

156.08

標準偏差

45.56

(注)数 値 は、小数点以下第3位 を四捨五入。

なお、調査対象家屋における延べ床面積の段階別状況を示 した ものが図35-1で あ る。

輸入住宅の平均延べ床面積 は、木質系プ レハブ家屋及びツーバイ フォー家屋 に比べて高い結

果 となっているが、 これは大規模なモデルハ ウスが平均を上 げていることが考え られ、図35を

見 る限 り、多 くの輸入住宅の延べ床面積は100㎡ 台の前半に集中 してい る。
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3調 査結果の検討

(1)建 築価額等の状況

建築価額等の状況を示す と表8の とお りであ り、段階別区分の状況 は図34-1か ら図34-3

の とお りである。

表8建 築価額等の状況

区 分 最 低 最 高 平 均 標 準偏差

(円/㎡)

建 築 価 額
114,929 286,794 175,888 32,852

(点/㎡)

再建築費評点数
68,400 119,977 90,732 11,470

(%)

評 点 水 準
34.06 72.86 52.87 9.24

(注)1.建 築価額及び再建築費評点数は、小数点以下四捨五入

2.評 点水準は小数点以下四捨五入

建築価額 についてみ ると、データの範囲171,865円 、標準偏差 の平均 に対す る割合は、0.187

であ り、再建築費評点数 については、それぞれ51,577点 、0.126である。

建築価額のデータの範囲が大 きい理由は、調査対象家屋の品等、オプ ションの取付け状況、

施工の程度差の他に、取 引上 の個別特殊事業が反映 されているためと考え られる。

図34-1建 築価額の段階別区分の状況

20
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棟

数

(棟
)

10

5

0

115 125 135 145 155 165 175 185 195 205 215 225 235 245 255 265 275 285

建築価額(千 円/㎡)

(注)建 築価額の各数字に含まれるデータの範囲は、例の示すとお りである。

例:「155」 は150千 円/㎡ 以上160千 円/㎡ 未満のデータを示す。
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図34-2再 建築費評点数の段階別 区分の状況

14
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棟

数

(棟
)

8

6

4

2

0

68 70 72 74 76 78 80 82 84 86 88 90 92 94 96 98 100 102 104 106 108 110 112 114 116 118 120

再建築費評点数(千 点/㎡)

(注)再 建築費評点数の各数字に含まれるデータの範囲は、例の示すとおり

である。

例:「92」 は91千点/㎡ 以上93千 点/㎡ 未満のデータを示す。

図34-3評 点 水準 の段 階別 区分 の状 況
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評点水準(%)

(注)評 点水準の各数字に含まれるデータの範囲は、例の示すとおりである。

例:「52.5」 は50%以 上55%未 満のデータを示す。
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(2)概 要価額の地域差

① 概 要

ア 建築価額

建築価額のデータの概要は表8の とお りであ るが、 これを調査対象都市 ごとに示す と図

35-2の とお りである。各数値 は、各調査対象都市別 に平均 した ものである。

建築価額の高い都市 は、高い方か ら京都市、特別区、静岡市、福岡市、金沢市であ り、

逆に低い都市 は、低い方か ら岐阜市、富山市、宇都宮市、鹿児島市、岡山市 となっている。

また、建築価額の高い5都 市の偏差値 は、それぞれ68、60、58、58、57で あるのに対 し、

低い5都 市の偏差値 は、それぞれ40、40、40、41、42と なっている。 しか し、京都市、静

岡市、岐阜市、宇都宮市及び鹿児島市において集 まった調査対象家屋が1棟 のみであり、

サ ンプル数と して十分でない ことを勘案す ると、必ず しもこの調査結果のみを もって比較

す ることはで きないと考え られる。

図35-1延 べ床面積 の段階別区分の状況
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棟

数

(棟
)
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5

0
85 95 105 115 125 135 145 155 165 175 185 195 205 215 225 235 245 25５ 265 275 285 295 305 315 325 335 345

延べ床面積(㎡)

(注)延 べ床面積の各数字に含まれるデータの範囲は、例の示す とおりである。

例:「125」 は120㎡ 以上130㎡ 未満のデータを示す。
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平均値

(175,888円)

図35-2建 築価額の都市別比較

鹿
児

島
市

宮

崎

市

熊

本

市

北
九

州
市

福

岡

市

松

山

市

広

島

市

岡

山

市

奈

良

市

京

都

市

名
古

屋
市

静

岡

市

岐

阜

市

長

野

市

金

沢

市

富

山

市

新

潟

市

横

浜

市

特

別

区

浦

和

市

前

橋

市

宇
都

宮
市

秋

田

市

仙

台

市

旭

川

市

札

幌

市

注1各 調査対象都市の数値については、巻末の計数資料を参考。
2中 抜きのグラフは、調査対象家屋棟数が1の 都市である

。

-36-

250

200

150

100

建

築

価

額

(
千

円

/

㎡

)

50

0



イ 再建築費評点数

再建築費評点数のデータの概要 は表8の とお りであ るが、 これを調査対象都市 ごとに示

す と図36の とおりであ る。各数値 は、各調査対象都市別 に平均 した ものである。

再建築費評点数の高い都市は、高い方か ら札幌市、静岡市、名古屋市、京都市、松 山市

であり、逆に低 い都市 は、低い方か ら宮崎市、宇都宮市、長野市、新潟市、秋 田市 となっ

ている。

また、再建築費評点数の高い5都 市の偏差値 は、それぞれ67、63、62、59、59で あ るの

に対 し、低い5都 市の偏差値 は、それぞれ31、37、38、39、40と なっている。 しか し、建

築価額の結果 と同様に京都市、宇都宮市及 び秋 田市において集まった調査対象家屋が1棟

のみであり、サ ンプル数 として十分でない ことを勘案す ると、必ず しもこの調査結果のみ

を もって比較す ることはできないと考え られる。

図36再 建築費評点数の都市別比較
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注1各 調査対象都市の数値については、巻末の計数資料を参考。

2中 抜 きのグラフは、調査対象家屋棟数が1の 都市である。
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ウ 評点水準

評点水準のデータの概要 は表8の とお りであるが、 これを調査対象都市 ごとに示す と図

37の とお りである。各数値は、各調査対象都市別 に平均 した ものである。

再建築費評点数の高 い都市は、高い方か ら札幌市、仙台市、松 山市、岐阜市、北九州市

であり、逆に低い都市 は、低い方か ら特別区、京都市、広島市、宮崎市、長野市 とな って

いる。

また、評点水準の高い5都 市の偏差値 は、それぞれ59、59、58、57、57で あるのに対 し、

低 い5都 市の偏差値 は、それぞれ38、39、41、41、42と なっている。 しか し、岐阜市及び

京都市 において集ま った調査対象家屋が1棟 のみであ り、サ ンプル数 として十分でないこ

とを勘案す ると、必ず しもこの調査結果のみを もって比較す ることはできないと考え られ

る。

図37評 点水準の都市別比較

80

60

評

点

水

準

(
%

)

40

平均値

(52.87%)

20

0

秋

田

市

仙

台

市

旭

川

市

札

幌

市

字
都
宮
市

浦

和

市

前

橋

市

金

沢

市

富

山

市

新

潟

市

横

浜

市

特

別

区

岐

阜

市

長

野

市

静

岡

市

名
古
屋
市

福

岡

市

松

山

市

広

島

市

岡

山

市

奈

良

市

京

都

市

北
九
州
市

鹿
児
島
市

宮

崎

市

熊

本

市

注1各 調査対象都市の数値 については、巻末の計数 資料 を参考。

2中 抜 きのグラフは、調査対象家屋棟数が1の 都市であ る。
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② 地 域 差

ア 建築価額における地域差

全国を14地域に区分 し、各地域内の建築価額を平均したものが図38である。

図38建 築価額の地域別比較
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図38を みると、北近畿(201,718円/㎡)が 最 も高 く、ついで中京(190,473円/㎡)が 高 く

なってお り、逆 に低い方で は南九州(153,549円/㎡)が 最 も低 く、ついで北関東(158,436

円/㎡)と なっている。

しか し、最 も高 い北近畿及び2番 目に低い北関東地域 においては、それぞれ地域内で集

まった調査対象家屋が2棟 又 は3棟 であ り、そのため、1棟 々々の建築価額が各地域の平

均建築価額に大 きく影響を及ぼ していることか ら、必ず しもこの平均価額のみを もって比

較す ることはで きない。

また、図35-2で 示された各調査対象都市のデータを各都道府県別に表 した ものが図39

である。

図39建 築価額の都道府県別状況

(単位:円/㎡)
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150,000未 満

該 当 な し
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イ 再建築費評点数における地域差

ア と同様 に、全国を14地 域 に区分 し、各地域内の再建築費評点数を平均 したものが図40

である。

図40再 建築費評点数の地域別比較
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図40を みると、北海道(106,108点/㎡)が 最 も高 く、ついで中京(105,068点/㎡)が 高

くなってお り、逆に低い方では中部(78,769点/㎡)が 最 も低 く、つ いで南九州(79,585

点/㎡)と なっている。

高い方では、北海道については札幌市(110,783点/㎡)が 全調査対象都市平均(90,732

点/㎡)を 大 きく上回 っている。中部については長野市(77,264点/㎡)が 全調査対象都

市平均を大 き く下回 っている。

また、図36で 示 された各調査対象都市のデータを各都道府県別 に表 したものが図41で あ

る。

図41再 建築費評点数の都道府県別状況
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70,000未 満

該 当 な し
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ウ 評点水準における地域差

ア、イ と同様 に、全国を14地 域 に区分 し、各地域 内の評点水準を平均 した ものが図42で

ある。

図42評 点水準の地域別比較
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図42を みると、四国(60.63%)が 最 も高 く、ついで北海道(58.45%)が 高 くなっており、

逆に低 い方で は中部(48.15%)が 最 も低 く、ついで南関東(49.83%)と な っている。

低い方では、中部 につ いては長野市(45.29%)が 全調査対象都市平均(52.87%)を 大 き

く下回 っているためである。 しか し、最 も高い四国地域 においては調査対象家屋が集ま っ

た都市が松山市のみであることか ら、松山市の平均評点水準がそのまま四国の平均 とな っ

てお り、必ず しもこの調査結果のみを もって比較することはで きない。

また、図37で 示 された各調査対象都市のデータを各都道府県別に表 した ものが図43で あ

る。

図43評 点水準の都道府県別状況
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該 当 な し
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(3)建 築価額 と再建築費評点数の相関関係

評点水準は用語の解説で示 したとお り、建築価額 と再建築費評点数の関係で定 まるものであ

り、具体的には両者の比較関連を行 うことによって分析することとなる。 そのため、両者の散

布図を表す と図44の とお りとなり、両者の相関関係 は0.391と なってお り、他構造の家屋の相

関係数 に比べて若干高め となっている。 しか し、相関係数のみを見 ると、や はり今回の調査結

果である建築価額 と再建築費評点数に関連性を見出す ことは難 しいと考え られ る。

図44建 築価額と再建築費評点数の関係
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4輸 入 先

調査対象家屋の輸入先を示 した ものが図45で

ある。

これ によると、 アメ リカ(50.9%)が 最 も

多 く、続 いてカナダ(24.5%)、 ス ウェーデ ン

(19.1%)と な ってお り、北米で4分 の3程 度

を占めている。

スウェーデ ンか らの輸入住宅 は1施 工者が全

調査家屋を建築 しているのに比べ、北米か らの

輸入住宅につ いては施工者数47に 対 し調査棟数

83棟 と、1施 工者当た りの平均建築棟数 は約2

棟 とな ってお り、多 くの種類があることが考え

られる反面、全国的に突出 した施工者がない こ

とが考え られる。

図45輸 入先の状況

不 明(0.03%)3社

デ ンマ ー ク(0.01%)1社

フ ィン ラ ン ド(0.01%)1社

イ ギ リス(0.01%)1社

ス ウ ェー デ ン(19.1%)

1社

カナ ダ(24.5%)
13社

ア メ リ カ(50.9%)

34社

-43-



5オ プシ ョンの取付け状況等

(1)オ プションの取付 け状況

全調査対象家屋のオプ ションの取付 け状況

については、図46に 示 したとお りである。

これによると、何 らかのオ プションを取 り

付 けた家屋 は全体の22.7%で あるが、全ての

家屋 について、そのオプシ ョンの取付け状況

を把握す ることは難 しく、実際には もっと多

くの家屋 にオプションが取 り付 け られている

と考え られる。

図46オ プションの取付け状況

な し(77.3%)

あ り(22.7%)

また、取 り付けたオプシ ョンの内訳 は、図47に 示 した通 りであ る。

特 に多いオ プションは 「暖房器具」(8棟)、 「ベ ランダ」(5棟)な どであ る。 「暖房器

具」としては暖炉がほとん どであ るが、 これは調査対象家屋 にモデルハ ウスが入 っていること

が考え られ、これに暖炉が施工 されて いるためと考え られ る。

図47オ プションの内訳
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棟

)
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0
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(2)室 数の状況

室数 は、6室 が最 も多 く、全棟数の31.8%を 占める。以下、5室 、7室.4室 、8室 の順で

ある。

室数の分布状況を表 した ものが図48で ある。

図48室 数の分布状況
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Ｖ プレハ ブ方式構造建物(木 質系)、ツーバイフォー方式構造建物及び

輸入住宅の比較

1建 築価額等の比較

今回調査を行 ったプ レハブ方式構造建物(木 質系)、ツーバイフォー方式構造建物及 び輸入住宅

のデータを比較 した ものが表9で ある。

表9プ レハ ブ方式構造建物(木 質系)、ツーバイフォー方式構造建物及び輸入住宅の比較

構 造

項 目

木質系プ レハブ建物(A)

ツーバ イ フ ォー建物(B)

輸 入 住 宅(C)

(A)/(B)

(A)/(C)

(B)/(C)

床 面 積

(㎡)

129.60

136.71

156.08

0.95

0.83

0.88

建 物 価 額

(円/㎡)

163,149

165,956

175,888

0.98

0.93

0.94

再建築費評点数

(点/㎡)

83,963

84,169

90,732

1.00

0.93

0.93

評 点 水 準

(%)

52.50

51.65

52.87

1.02

0.99

0.98

これによると、輸入住宅は、床面積、建築価額及び再建築費評点数において、プ レハ ブ方式構

造建物(木 質系)及 びツーバイフ ォー方式構造建物に比べて高 い数字 とな っている。

しか し、輸入住宅につ いては調査対象家屋の中にモデルハ ウスが入 っていることが予想され、

その場合の家屋は比較的大規模で程度のよいものであることが推測 され、 さらに、保温や防音の

ための二重ガラス、厚い断熱材などの使用 も建築価額及び再建築費評点数を高 くす る要因 と考え

られる。 また、資材輸入 の際の関税、規格規制等 も建築価額を上げる一 因といわれている。

また、プ レハ ブ方式構造建物(木 質系)と ツーバ イフォー方式構造建物を比較す ると、床面積、

建築価額及び再建築費評点数においてツーバイフォー方式構造建物の方が高い数字 とな っており、

これは過去の調査の傾向 と同様である。

2地 域別の比較

(1)建 築価額

全国を14地 域 に区分 し、各地域 ごとに平均 した建築価額を比較 した ものが図49で ある。なお、

輸入住宅の調査対象家屋棟数が0棟 の都市が多いことか ら各調査対象都市別の比較 は不可能な

ため、各地域別の比較のみとした。
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図49各 構造の建築価額の地域別比較

木質 系プレハブ 家屋

ツーバ イフォー家 屋

輸 入 住 宅
建
築

価

額

(

円

/
㎡

)

200,000

150,000

100,000

50,000

0

北海道 東北 北関東 南関東 北陸 中部 中京 北近畿 南近畿 山陰 山陽 四国 北九州 南九州

(注)輸 入住宅 について は、南近畿 及び山 陰地域 において調 査対象家 屋

が0棟 であ ったため、 無印 とした。

地域 によ っては各構造 においてば らつ きはあるものの、3線 の動 きは比較的同傾向にあると

いえ る。

輸入住宅の北近畿 における建築価額が特 に高い理 由は、調査対象家屋が2棟 だけであり、 し

か もそれぞれの家屋の建築価額が高いためである。また、逆 に木質系 プ レハ ブ家屋の南近畿地

域の建築価額が低 い理由は、平均建築価額の低 い和歌山市及 び神戸市が含まれているためであ

る。

また、調査対象都市において3種 類の調査対象家屋 ともに10棟 又はほぼ10棟 集 まった都市で

ある札幌市、横 浜市、名古屋市、広島市及 び福岡市 の5都 市 における木質系プ レハ ブ家屋、

ツーバ イフォー家屋及び輸入住宅の平均建築価額を比較 した ものが図50で ある。

このように、各調査対象都市におけるサ ンプル数が ほぼ同様に集ま った都市のみの比較結果

において も、やは り表9に 示 された とお り輸入住宅の建築価額に最 も高い傾向を見 ることがで

きる。

図505都 市における建築価額の比較

250 木質系プレハブ家屋

ツーパ イフォー家 屋

建
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価

額
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千
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㎡

)

200

150

100

50

輸入住宅

0
札幌市 横浜市 名古屋市 広島市 福岡市
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(2)再 建築費評点数

全国を14地域に区分 し、各地域ごとに平均した建築価額を比較したものが図51である。なお、

輸入住宅の調査対象家屋棟数が0棟 の都市が多いことから各調査対象都市別の比較は不可能な

ため、各地域別の比較のみとした。

図51各 構造の再建築費評点数の地域別比較

120,000

再

建

築

費

評

点

数

(
点

/

㎡

)

100,000

80,000

60,000

40,000

20,000 木質系プレハブ家屋

ツーバ イフォー家 屋

輸 入 住 宅

0

北海道 東北 北関東 南関東 北陸 中部 中京 北近畿 南近畿 山陰 山陽 四国 北九州 南九州

(注)輸 入住宅については、南近畿及び山陰地域において調査対象家屋

が0棟 であったため、無印とした。

地域によっては、輸入住宅の再建築費評点数が他の2構 造の再建築費評点数 と大 き く乖離す

ることはあ るものの、全体の動 きとして は3構 造 ともに比較的同様の傾向にあ り、各地域にお

いて建築 される木質系プ レハブ家屋、ツーバイフ ォー家屋及 び輸入住宅の程度 の関係には一定

の傾向があ ることが考え られる。

また、調査対象都市 において3種 類の調査対象家屋 ともに10棟 又 はほぼ10棟 集 まった都市で

あ る札幌市、横浜市、名古屋市、広 島市及 び福岡市の5都 市 にお ける木質系 プレハ ブ家屋、

ツーバイフォー家屋及 び輸入住宅の平均再建築費評点数を比較 した ものが図52で ある。

このように、各調査対象都市 におけるサ ンプル数が ほぼ同様に集 まった都市のみの比較結果

において も、建築価額 と同様に、や はり表9に 示 されたとお り輸入住宅の再建築費評点数が最

も高い傾向を見 ることができる。
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図525都 市における再建築費評点数の比較
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広島市 福岡市

(3)評 点水準

全国を14地域に区分 し、各地域ごとに平均 した建築価額を比較したものが図53である。なお、

輸入住宅の調査対象家屋棟数が0棟 の都市が多いことか ら各調査対象都市別の比較は不可能な

ため、各地域別の比較のみとした。

図53各 構造の評点水準の地域別比較

70.00

60.00

評
点

水
準

(
%

)

50.00

40.00

30.00

20.00

10.00
木質系プレハブ家屋
ツーバ イフォー家 屋

輸 入 住 宅

0.00

北関東 南関東 北陸 中部 中京 北近畿 南近畿 山陰 山陽 四国 北九州 南九州

(注)輸 入住宅については、南近畿及び山陰地域において調査対象家屋

が0棟 であったため、無印とした。

3線 について は、中部、中京及び近畿地域 においては異なる傾向を示 している ものの、その

他の地域 においては同傾向にあることがわか る。

特に、北海道及び四国地域 においては各構造 ともに評点水準 は一様 に高い結果 とな ってお り、

この ことか ら、両地域において は建築価額に比較 して再建築費評点数の高い、つま り程度のよ
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い家屋が建築 されていることが考 え られる。

また、調査対象都市において3種 類の調査対象家屋ともに10棟 又 はほぼ10棟 集まった都市で

あ る札幌市、横浜市、名古屋市 、広 島市及び福 岡市の5都 市における木質系 プ レハブ家屋、

ツーバイフォー家屋及び輸入住宅の平均評点水準を比較 した ものが図54で ある。

全国的 に比較を行 うと、表9の とお り、輸入住宅の評点水準が最 も高い結果 となっているが、

この図を見る限 り、横浜市 においては輸入住宅の評点水準が高 くなっているものの、全体的に

は、特に輸入住宅の評点水準が高いとい う傾向はない。

図545都 市 における評点水準の比較
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Ⅵ 平成元年度及び平成5年 度調査との比較

1プ レハブ方式構造建物(木 質系)の 建築価額等の比較

(1)建 築価額の比較

平成元年度及び5年 度に行った同様の調査研究における建築価額の状況と、今回の調査結果

を比較したものが表10で ある。

表10プ レハブ方式構造建物(木 質系)の 建築価額の状況

(単位:円/㎡)

区 分

平 均

標 準 偏 差

変 動 係 数

平成元年度

(A)

125,086

21,238

0.17

平成5年 度

(B)

154,390

23,763

0.15

平成7年 度

(C)

163,149

24,596

0.15

(B)

(A)

1.23

1.12

0.88

(C)

(B)

1.06

1.04

1.00

(C)

(A)

1.30

1.16

0.88

平 均

147,542

23,199

0.16

平成5年 度調査 と比較((C)/(B)の 欄)す ると、建築価額については、全調査対象家屋の平均

で約1.06倍 と、過去2年 間で建築価額 は上昇 し、変動係数 は約1 .00倍 とな っている。

過去2年 間に標準建築費指数(「 建設工業経営研究会」調)等 が下落す るなど、プ レハ ブ家

屋 において も建築価額が上昇する可能性が少ない と考え られる状況において、本調査結果を見

る限 り建築価額は平成5年 度の調査結果に比べ6%上 昇 しているが、 これは、新築され る木質

系 プレハブ家屋 の程度が年 々良 くなっていることによる上昇であるということが予想 され る。

(2)再 建築費評点数の比較

平成元年度及 び5年 度に行 った同様の調査研究における再建築費評点数の状況 と、今回の調

査結果を比較 したものが表11で ある。

表11プ レハブ方式構造建物(木 質系)の 再建築費評点数の状況

(単位:点/㎡)

区 分

平 均

標 準 偏 差

変 動 係 数

平成元年度

(A)

64,386

6,725

0.10

平成5年 度

(B)

74,183

8,395

0.11

平成7年 度

(C)

83,963

8,050

0.10

(B)

(A)

1.15

1.25

1.10

(C)

(B)

1.13

0.96

0.91

(C)

(A)

1.30

1.20

1.00

平 均

74,177

7,723

0.10

平成5年 度調査 と比較((C)/(B)の 欄)す ると、再建築費評点数 につ いては、全調査対象家屋

の平均で約1.13倍 、変動係数は約0 .91倍 となっている。
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再建築費評点数は比較的高い上昇率であるが、平成7年 度の調査対象家屋の評価は平成6年

度基準、平成5年 度の調査対象家屋 の評価 は平成3年 度評価基準を基に行われていること、ま

た、平成元年度 と4年 度の比較の((B)/(A)の 欄)が1.15倍 であるの も、平成元年度の調査対象

家屋の評価が昭和63年 度評価基準を基 に行われて いることか ら、適用されている評価基準の変

更を勘案す ると、実質的にはそれほど上昇 していないと考え られる。

(3)評 点水準の比較

平成元年度及び5年 度に行 った同様の調査研究における評点水準の状況 と、今回の調査結果

を比較 した ものが表12で ある。

表12プ レハ ブ方式構造建物(木 質系)の 評点水準の状況

(単位:%)

区 分

平 均

標 準 偏 差

変 動 係 数

平成元年度

(A)

52.69

9.08

0.17

平成5年 度

(B)

47.63

7.31

0.15

平成7年 度

(C)

52.50

7.91

0.15

(B)

(A)

0.90

0.81

0.88

(C)

(B)

1.10

1.08

1.00

(C)

(A)

1.00

0.87

0.88

平 均

50.94

8.10

0.16

平成5年 度調査 との比較((C)/(B)の 欄)す ると評点水準につ いては、全調査家屋の平均で約

1.10倍 、変動係数 は約1.00倍 とな っている。

今回は評点水準は上昇 しているが、平成元年度 との比較((B)/(A)の 欄)で は下が ってお り一

定の傾向をみることはで きないが、木質系 プレハ ブ家屋の評点水準は約50%で 推移 しているこ

とがわかる。

(4)床 面積 の比較

平成元年度及 び5年 度 に行 った同様の調査研究 における床面積の状況 と、今回の調査結果を

比較 した ものが表13で ある。
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表13プ レハブ方式構造建物(木 質系)の 床面積の状況

(単位:㎡)

平

区 分

均(1)

標 準 偏 差

変 動 係 数

新築住宅持家の

平均床 面積(Ⅱ)

(1)/(Ⅱ)

平成元年度

(A)

123.72

24.12

0.19

133.66

0.93

平成5年 度

(B)

129.49

25.55

0.20

137.55

0.94

平成7年 度

(C)

129.60

25.19

0.19

138.50

0.94

(B)

(A)

1.05

1.06

1.05

1.03

1.01

(C)

(B)

1.00

0.99

0.95

1.01

1.00

(C)

(A)

1.05

1.04

1.00

1.04

1.01

平 均

127.60

24.95

0.19

136.57

0.94

(注)新 築住宅持家の平均床面積は 「建築統計年報」(建 設省)第38表 により、各調査年

度の前年度着工の全ての構造を含むものである。

平成5年 度調査 との比較((C)/(B)の 欄)す ると、床面積 につ いては、全調査家屋の平均で約

1.00倍 、変動係数 は約0.95倍 となっている。

床面積の平均 は、平成元年度 と平成5年 度の比較((B)/(A)の 欄)で は上昇 している ものの、

平成7年 度の調査結果 は平成5年 度 とほぼ同様の数字であ り、本調査の結果か らは木質系 プ レ

ハブ家屋の規模は過去2年 間では上昇 していない ことが考え られ る。

また、新築住宅持家の平均床面積 と比較すると、木質系プ レハ ブ家屋 の平均床面積 は一一定 し

て0.94程 度であ り、平均的な新築住宅持家 に比べて平均的木質系プ レハブ家屋 は10㎡ 程度小規

模であるとい うことがわか る。

2ツ ーバイフォー方式構造建物の建築価額等の比較

(1)建 築価額の比較

平成元年度及び5年 度 に行 った同様の調査研究における建築価額の状況 と、今回の調査結果

を比較 した ものが表14で ある。

表14ツ ーバイフォー方式構造建物の建築価額の状況

(単位:円/㎡)

区 分

平 均

標 準 偏 差

変 動 係 数

平成元年度

(A)
128,302

23,293

0.18

平成5年 度

(B)

157,258

27,497

0.17

平成7年 度

(C)

165,956

24,608

0.15

(B)

(A)

1.23

1.18

0.94

(C)

(B)

1.06

0.89

0.88

(C)

(A)

1.29

1.06

0.83

平 均

150,505

25,133

0.17

平成5年 度調査 と比較((C)/(B)の 欄)す ると、建築価額について は、全調査対象家屋の平均

で約1.06倍 と、過去2年 間で建築価額は上昇 し、変動係数は約0.83倍 とな っている。
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過去2年 間に標準建築費指数(「 建設工業経営研究会」調)等 が下落するな ど、ツーバイ フ

ォー家屋 において も建築価額は上昇す る可能性が少 ない と考え られる状況において、本調査結

果を見 る限 り建築価額は平成5年 度の調査結果に比べ6%上 昇 しているが、 これは、新築され

るツーバイフォー家屋の程度が年々良 くな っていることによる上昇であ るということが予想 さ

れ る。

(2)再 建築費評点数の比較

平成元年度及び5年 度に行 った同様の調査研究における再建築費評点数の状況 と、今回の調

査結果を比較 した ものが表15で ある。

表15ツ ーバイフォー方式構造建物の再建築費評点数の状況

(単位:点/㎡)

区 分

平 均

標 準 偏 差

変 動 係 数

平成元年度

(A)

65,235

7,797

0.12

平成5年 度

(B)

74,520

9,581

0.13

平成7年 度

(C)

84,169

8,715

0.10

(B)

(A)

1.14

1.23

1.08

(C)

(B)

1.13

0.91

0.77

(C)

(A)

1.29

1.12

0.83

平 均

74,641

8,698

0.12

平成5年 度調査 と比較((C)/(B)の 欄)す ると、再建築費評点数については、全調査対象家屋

の平均 で約1.13倍 、変動係数は約0.83倍 となって いる。

再建築費評点数 は比較的高い上昇率であるが、平成7年 度の調査対象家屋の評価 は平成6年

度基準、平成5年 度の調査対象家屋の評価は平成3年 度評価基準を基 に行われていること、ま

た、平成元年度 と4年 度の比較((B)/(A)の 欄)が1.14倍 であるの も、平成元年度の調査対象家

屋の評価が昭和63年 度評価基準を基に行われていることか ら、適用 されている評価基準の変更

を勘案すると、実質的にはそれほど上昇 していないと考え られ る。

(3)評 点水準の比較

平成元年度及び5年 度に行 った同様の調査研究におけ る評点水準 と、今 回の調査結果を比較

したものが表16で ある。
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表16ツ ーバイ フォー方式構造建物の評点水準の状況

(単 位:%)

区 分

平 均

標 準 偏 差

変 動 係 数

平成元年度

(A)

52.07

8.73

0.17

平成5年 度

(B)

48.35

7.74

0.16

平成7年 度

(C)

51.65

8.27

0.16

(B)

(A)

0.93

0.89

0.94

(C)

(B)

1.07

1.07

1.00

(C)

(A)

0.99

0.95

0.94

平 均

50.69

8.25

0.16

平成5年 度調査 との比較((C)/(B)の 欄)す ると評点水準について は、全調査家屋の平均で約

1.07倍 、変動係数 は約1.00倍 とな っている。

今回は評点水準 は上昇 しているが、平成元年度 との比較((B)/(A)の 欄)で は下が ってお り一

定の傾向をみ ることはできないが、ツーバイフォー家屋の評点水準は約50%で 推移 しているこ

とがわか る。

(4)床 面積の比較

平成元年度及び5年 度に行 った同様の調査研究における床面積の状況 と、今回の調査結果を

比較 した ものが表17で ある。

表17ツ ーバイフォー方式構造建物の床面積の状況

(単位:㎡)

区 分

平 均(Ⅰ)

標 準 偏 差

変 動 係 数

新築住宅持家の

平均床面積(Ⅱ)

(Ⅰ)/(Ⅱ)

平成元年度

(A)

132.37

29.90

0.23

133.66

0.99

平成5年 度

(B)

139.70

39.81

0.28

137.55

1.02

平成7年 度

(C)

136.71

30.57

0.22

138.50

0.99

(B)

(A)

1.06

1.33

1.22

1.03

1.03

(C)

(B)

0.98

0.77

0.79

1.01

0.97

(C)

(A)

1.03

1.02

0.96

1.04

1.00

平 均

136.26

33.43

0.24

136.57

1.00

(注)新 築住宅持家の平均床面積は 「建築統計年報」(建 設省)第38表 により、各調査年

度の前年度着工の全ての構造を含むものである。

平成5年 度調査 との比較((C)/(B)の 欄)す ると床面積 については、全調査家屋の平均で約

0.98倍 、変動係数は約0.79倍 となってい る。

床面積の平均は、平成元年度 と平成5年 度の比較((B)/(A)の 欄)で は上昇 しているものの、

平成7年 度の調査結果 は平成5年 度 と比べて小 さ くなってお り、本調査の結果か らはツーバイ

フォー家屋の規模の大型化 は止 まり、逆 に規模が縮小 して きた ということが考え られ る
。

また、新築住宅持家の平均床面積 と比較す ると、 ツーバイフォー家屋の平均床面積は1.00程

-55-



度であり、平均的な新築住宅持家 と平均的なツーバイ フォー家屋の規模 は同程度であるという

ことがわか る。
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Ⅶ おわ りに

現在の ところ固定資産評価基準には、プ レハブ方式構造建物の再建築費評点基準表は定め られて

お らず、地方税法第388条 の規定 による自治大臣の技術的援助 として、プ レハ ブ方式構造建物(木

質系、軽量鉄骨系及 び鉄筋 コンク リー ト系)の 再建築費評点基準表を準則 として市町村 に示 してい

るところである。市町村か らはプ レハ ブ住宅の毎年の新設戸数が全新設住宅戸数内において15%程

度の シェアを占め るようにな っている現在の状況において、プ レハ ブ方式構造建物の再建築費評点

基準表を準則ではな く固定資産評価基準の中に定めてほ しい との意見が聞かれる。

プ レハ ブ方式構造建物 の再建築費評点基準表につ いて準則 という形式を とる理由には、 プレハ ブ

方式構造建物は各メーカーによる固有の工法が存在す るもので あり、また、仕様の変更、新型の製

造、製造の中止等が頻繁に行われており、本則 とするには変動す る要素がは らまれていることがあ

る。平成4年 度及び5年 度の本調査研究において各構造のプレハ ブメーカーに調査を実施 した とこ

ろ、過去10年 間で価格構成や原価構成等に も変化が認め られた。 また、プ レハブメーカー担当者 に

よる今後のプ レハ ブ方式構造建物の変化の予想 について も、プ レハブ化率が進む等の回答が得 られ、

プレハブ工法が未だ開発途上にあることが再確認できるなど、や はり固定資産評価基準中に本則 と

して規定す るには変動す る要素が多いと考え られ、当分の間現行のままで取 り扱われることが適 当

とされている。

今回の調査結果 においては、建築価額及び再建築費評点数 について輸入住宅の平均数値が木質系

プ レハ ブ方式構造建物及 びツーバ イフォー方式構造建物 に比べて数%高 めではある ものの、評点水

準について は3種 類の調査対象家屋 ともにほぼ同様の水準 となっている。

ツーバイフォー方式構造建物につ いては、その再建築費評点数算出の際に 「規格材多用による補

正」がなされているところであるが、調査結果である平均の評点水準を見る限 り、他の2種 類の調

査対象家屋 との評価の均衡は とられていると考え られ る。

また、輸入住宅について は、調査前の段階では建築価額が他の2種 類の調査対象家屋 に比べて安

価であることが予想 され、その結果 として、再建築費評点数が建築価額を上回る可能性 も予想 され

た。 しか し、調査結果を見 る限 りは、輸入住宅の平均建築価額 は他の2種 類の調査対象家屋よ りも

高 い数字 となってお り、また、個 々の調査対象家屋 について も評点水準 に特徴的な ものはなかった。

この ことか ら、輸入住宅が他の2種 類の調査対象家屋 と比較 して特に安価であること及び再建築費

評点数を上回 るとい うことは現在の ところあま りない ものと推測 され、現行の評価基準により評価

を行 うことに基本的には問題はない と考え られる。

今回の調査結果が各市町村における評価事務の一助 となれば幸いである。
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参考(計 数資料)
1木 質系プ レハブ建物

調査対象都市別の建築価額等の状況(平 均)

調査対象
都 市
札 幌 市

旭 川 市

青 森 市
盛 岡 市

仙 台 市
秋 田 市

山 形 市

福 島 市

水 戸 市
宇都宮市
前 橋 市
浦 和 市
千 葉 市
特 別 区

横 浜 市
川 崎 市

新 潟 市
富 山 市

金 沢 市

福 井 市
甲 府 市

長 野 市
岐 阜 市
静 岡 市

名古屋市

津 市
大 津 市
京 都 市
大 阪 市

神 戸 市

奈 良 市

和歌山市
鳥 取 市

松 江 市
岡 山 市

広 島 市

山 口 市

徳 島 市
高 松 市

松 山 市

高 知 市

福 岡 市

北九州市

佐 賀 市

長 崎 市
熊 本 市

大 分 市
宮 崎 市

鹿児島市

那 覇 市

平 均

延べ床面積

(㎡)
125.95

121.30

125.88

125.63

129.35

118.79

131.43

129.82

130.19

127.46

141.58

120.58

154.82

144.04

119.16

110.66

140.97

131.73

133.63

140.35

127.95

122.08

129.09

139.90

131.54

145.33

138.83

138.40

133.25

140.16

129.29

133.46

109.20

128.86

128.36

118.81

113.94

128.80

131.66

125.15

124.54

135.54

131.40

117.82

123.97

146.12

136.05

120.42

120.14

129.60

建築価額

(円/㎡)
171,840

166,041

165,412

161,845

149,831

165,556

164,391

160,984

163,214

149,898

151,386

174,733

187,460

204,702

193,714

226,412

167,678

159,504

167,892

164,047

162,687

164,800

160,956

160,448

164,928

170,560

137,789

161,922

193,910

146,895

156,744

133,621

159,494

167,335

162,943

161,379

158,808

151,004

153,072

150,747

137,772

165,163

153,573

160,072

165,000

157,117

133,653

157,600

155,399

163,149

再建築費評点数

(点/㎡)
99,901

94,160

90,096

87,792

96,410

81,687

98,630

86,256

89,295

76,790

83,782

71,219

94,654

83,480

78,671

83,022

76,875

83,876

79,049

84,759

81,227

73,773

86,717

88,479

91,397

76,160

81,792

85,589

100,430

65,706

81,985

81,749

76,110

75,765

78,307

78,696

85,238

87,834

80,937

86,272

89,630

85,028

81,999

72,158

81,140

86,641

73,278

82,885

81,032

83,963

評点水準

(%)
58.37

57.38

55.03

54.99

64.76

49.68

60.37

53.75

54.92

53.54

56.31

41.48

50.90

42.95

40.69

37.27

46.83

52.83

47.15

51.97

50.00

45.16

54.05

55.58

55.98

44.69

60.27

53.14

54.40

44.84

52.36

61.26

48.04

45.33

53.60

49.34

54.02

58.35

53.12

58.03

65.11

52.17

53.85

45.20

49.35

55.26

55.75

53.40

52.48

52.50
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2ツ ーバ イフォー建物

調査対象都市別 の建築価額等の状況(平 均)

調査対象
都 市

札 幌 市
旭 川 市

青 森 市
盛 岡 市
仙 台 市

秋 田 市
山 形 市
福 島 市

水 戸 市
宇都宮市

前 橋 市
浦 和 市
千 葉 市

特 別 区
横 浜 市
川 崎 市
新 潟 市
富 山 市
金 沢 市
福 井 市

甲 府 市

長 野 市
岐 阜 市

静 岡 市

名古屋市
津 市

大 津 市
京 都 市

大 阪 市

神 戸 市
奈 良 市

和歌山市

鳥 取 市
松 江 市
岡 山 市

広 島 市

徳 島 市

高松 市
松 山 市

福 岡 市
北九州市

佐 賀 市
長 崎 市
熊 本 市

大 分 市
宮 崎 市
鹿児島市
那 覇 市

平 均

延べ床面積

(㎡)
129.49

120.67

137.75

144.26

154.40

124.93

155.54

133.53

127.92

118.03

158.67

149.01

140.76

145.17

118.74

143.26

129.15

149.60

141.48

156.73

136.40

138.25

134.36

109.45

125.00

142.18

116.13

150.07

149.39

125.40

147.93

137.28

129.76

109.41

158.50

125.62

118.18

154.44

140.19

128.87

136.00

138.93

123.79

149.11

122.43

139.22

149.51

135.79

150.88

127.52

136.71

建染価額

(円/㎡)
163,012

139,264

148,496

177,064

175,175

143,389

147,625

162,481

159,374

178,313

185,599

188,227

180,541

209,441

201,260

205,790

164,080

138,528

176,635

175,070

173,228

154,088

158,966

175,282

184,623

177,600

167,188

172,046

183,638

162,929

193,803

139,601

163,214

151,891

160,062

175,809

140,912

144,682

156,948

150,308

158,927

163,427

152,222

164,205

162,535

155,379

168,266

160,280

165,722

165,151

165,956

再建築費評点数

(点/㎡)
98,117

92,804

85,252

92,481

88,845

74,309

86,890

85,656

90,275

76,708

90,073

80,044

90,443

83,110

84,813

78,112

74,223

80,995

84,824

87,856

81,696

71,514

90,662

94,918

97,932

75,788

79,778

86,450

92,180

76,656

80,987

81,937

75,510

75,767

85,329

81,120

84,771

85,468

82,036

85,786

10,7014

87,596

79,649

72,962

76,774

86,002

78,973

7,9039

74,763

62,243

84,169

評 点水準

(%)
61.72

67.27

57.66

53.21

51.89

52.58

59.80

52.95

56.87

44.15

48.67

42.95

50.51

40.33

42.16

38.27

45.50

58.94

48.50

50.35

47.29

46.57

57.22

54.92

54.09

43.13

47.84

50.59

50.87

47.41

41.86

58.80

46.36

50.04

53.96

46.84

60.21

59.24

53.09

57.66

67.37

54.06

52.47

45.41

48.11

55.65

48.02

49.72

45.64

37.67

51.65
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3輸 入住宅

調査対象都市別 の建築価額等 の状況(平 均)

調査対象
都 市
札 幌 市

旭 川 市
青 森 市
盛 岡 市
仙 台 市

秋 田 市

山 形 市
福 島 市

水 戸 市
宇都宮市
前 橋 市
浦 和 市

千葉 市
特 別 区
横 浜 市

川 崎 市
新 潟 市
富 山 市
金 沢 市

福 井 市
甲 府 市
長 野 市
岐 皇 市

静 岡 市

名古屋市
津 市
大 津 市

神 戸 市
奈 良 市

和歌山市
鳥 取 市
松 江 市
岡 山 市

広 島 市
山 口 市

徳 島 市
高 松 市

松 山 市

高 知 市
福 岡 市
北九州市
佐賀 市

長 崎 市
熊 本 市

大 分 市

宮 崎 市
鹿児島市

那 覇 市
平 均

延べ床面積

(㎡)

152.58

165.28

144.05

209.59

147.50

143.58

144.42

134.50

193.19

121.40

123.98

139.12

137.27

175.74

198.99

181.63

279.77

87.15

171.00

159.84

158.18

147.28

145.46

160.04

136.07

162.17

156.08

建築価額
(円/㎡)
182,149

187,321

161,372

162,221

142,372

166,468

176,569

207,427

186,346

152,421

142,286

198,094

171,881

142,255

202,945

188,691

235,908

167,527

148,767

185,006

166,615

201,908

157,442

155,255

154,542

145,452

175,888

再建築費評点数

(点/㎡)
110,783

93,643

90,049

79,118

76,000

87,222

87,743

85,940

95,009

78,319

83,211

90,177

77,264

84,790

105,627

104,989

101,301

97,478

83,265

80,614

100,770

94,112

91,896

88,401

69,452

83,538

90,732

評点水準

(%)

61.60

50.06

60、77

48.77

53.38

55.39

49.77

41.47

54.06

51.38

58.94

45.83

45.29

59.60

52.05

56.22

42.94

58.19

57.20

44.59

60.63

47.23

59.22

56.96

44.96

57.43

52.87

-60-

京 都 市

大 阪 市



プ レハ ブ方 式構 造 建物(木 質 系)、 ツーバ イ フ ォー方 式構 造 建 物 及 び輸 入住 宅 に係 る調 査 表

1.調 査対象家屋の選定

ア.専 用住宅で、プレハブ方式構造建物(木 質系)、 ツーバ イフォー方式構造建物及びいわゆる輸入住宅 とする。

イ.輸 入住宅 とは、工法を問わず 「海外の設計思想による住宅 を住宅1戸 分として資材別輸入またはパ ッケージ輸入し建築された住宅」をいうものとし、調査

家屋が輸入住宅であるか否かの判断が難 しい場合は、所有者又は施工者に確認すること。

ウ.平 成6年1月2日 以降新築の もので、建築費等が確認できるものとする。

エ.各 家屋とも、原則としてその態様が中庸 なもので、地階のないものとす る。

2.記 載要領

ア.プ レハブ方式構造建物(木 質系)、 ツーバ イフ ォー方式構造建物及び輸入住宅を、それぞれ10棟 を選定すること。

イ.「 建築価格」(所 有者が建築会社に支払った建築費であ り、オプ ションの取得価格を含む。)に ついては、所有者か らの聴取等 によ り把握するものである

が、その価格が実情と合わない と思われる場合においては、精通者の意見等を参考にして実情に合わせること。なお、この場合のr建 築価格」とは、評価対

象部分に係るものをい うものであること。

ウ.

「 (b)

(a) 」
は、小数点第3位 を四捨五入 し、小数点第2位 まで記載すること。

エ.「 室 数」 の算 定 に当た っては 、応 接問 、居 間、寝 室、

食 堂、 な ど と呼 称 され る通常の 生活 空間 をい い、居 間 と食堂

ある いは応 接間 が一体 とな って い る もの は、一 室 と して 取扱

い、納 戸 、広縁 な どであ って も、5～7㎡ 程 度以上 の もの は、

一室 と して室 数 に含め るこ と
。

(例)

洋 室

和 室 玄 関

浴室

台 所

居 間

※ 左 の 図の 場 合の 室 数 は、

台所 、居 間 、 和室 、 及 び

洋室 の4室 とな る。

オ.プ レハブ方式構造建物(木 質系)、 ツーバ イフォー方式構造建物及び輸入住宅における 「オプ ションの取付状況」は、所有者及び メーカー等に聴取 し、標

準仕様 と比較のうえ、主なものを記載すること。また、それぞれの取得価格がわかれぱ、併せて記載すること。

「(b)

カ.「 合 計」 は、 建築価 格 、再建 築 費評点 数 をそれぞ れ合 計 し、 を算 出す るこ と。
(a)」



評 点 水 準 等 の 調 査 表(プ レ ハ ブ 方 式 構 造 建 物(木 質 系))

団 体名:

番号

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

メ ー カ ー タ イ プ

合 計

建 築 価 格(a)

千円

(円/㎡)

千円

(円/㎡)

千円

(円/㎡)

千円

(円/㎡)

千円

(円/㎡)

千円

(円/㎡)

千円

(円/㎡)

千 円

(円/㎡)

千円

(円/㎡)

千円

(円/㎡)

千円

再 建 築 費

評 点 数(b)

(b)

(a)

千点

(点/㎡) %

千点

(点/㎡) %

千点
(点/㎡) %

千 点

(点/㎡) %

千点
(点/㎡) %

千点
(点/㎡) %

千点
(点/㎡) %

千点

(点/㎡)
。%

千点
(点/㎡) %

千点
(点/㎡) %

千点 %

建 床
面 積

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

延 べ 床

面 積

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

階数 室数

オ プ シ ョ ン の 取 付 状 況

オ プ シ ョ ン の 名 称 取得価格

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

干円

千円



評 点 水 準 等 の 調 査 表(ツ ー バ イ フ ォ ー 方 式 構 造 建 物)

番号

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

タ イ プ

合 計

建 築 価 格(a)

千円

(円/㎡)

千円

(円/㎡)

千円

(円/㎡)

千円

(円/㎡)

千円

(円/㎡)

千円

(円/㎡)

千円
(円/㎡)

千円

(円/㎡)

千円

(円/㎡)

千円

(円/㎡)

千円

再 建 築 費

評 点 数(b)

(b)

(a)

千点

(点/㎡) %

千点

(点/㎡) %

千点
(点/㎡) %

千点
(点/㎡) %

千点
(点/㎡) %

千点

(点/㎡) %

千点
(点/㎡) %

千点
(点/㎡) %

千点

(点/㎡) %

千点
(点/㎡) %

千点 %

建 床

面 積

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

延 べ 床

面 積

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

階数 室数
オ プ シ ョ ン の 取 付 状 況

オ プ シ ョ ン の 名 称 取得価格

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

団体名

メ ー カ ー



評 点 水 準 等 の 調 査 表(輸 入 住 宅)

団体名:

番号

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

輸 入 先

合 計

建 築 価 格(a)

千円
(円/㎡)

千円

(円/㎡)

千円

(円/㎡)

千円
(円/㎡)

千円
(円/㎡)

千円

(円/㎡)

千円

(円/㎡)

千円

(円/㎡)

千円

(円/㎡)

千円

(円/㎡)

千円

再 建 築 費

評 点 数(b)

千点

(点/㎡)

千点
(点/㎡)

千点
(点/㎡)

千点

(点/㎡)

千点

(点/㎡)

千点

(点/㎡)

千点

(点/㎡)

千点

(点/㎡)

千点

(点/㎡)

千点

(点/㎡)

千点

(b)

(a)

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

建 床

面 積

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

延 べ 床

面 積

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

階数 室数
オ プ シ ョ ン の 取 付 状 況

オ プ シ ョ ン の 名 称 取得価格

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

メ ー カ ー




